
｢障害者の雇用の促進等に関する法律｣等において、障害者の雇用の促進と職業
の安定を図ることを目的とした諸施策が講じられています。

障害者の雇用ガイド障害者の雇用ガイド

令和4年９月

香　 川　 県



あなたの会社は法定雇用率を達成していますか？

県内では54.6％の企業が法定雇用率を達成しています。

　「障害者の雇用の促進等に関する法律」で、一般の民間企業は、その常用労働者数の 2.3％以上（H30.4.1～
R3.2.28 の間は 2.2％以上）の障害者を雇用しなければならないと定められています。
　令和３年６月１日現在の本県の民間企業（常用労働者43.5人以上規模）における雇用障害者数は、3,201.5
人で前年より127.5人減少し、実雇用率は 2.14％（全国 2.20％）となっています。
　また、法定雇用率を達成した企業の割合は、54.6％で全国値（47.0％）を上回っています。しかし、依然、約４
割の企業が未達成となっています。

　本県における障害者の職業紹介状況は、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、令和 2 年度には、新規求
職申込件数、就職件数ともに 9 年ぶりに減少しましたが、令和 3 年度は、コロナ禍以前の水準を上回る結果と
なるなど、増加傾向にあります。その理由としては、障害者の「働きたい」という意欲の高まりや、企業側の障
害者雇用への意識の高まりなどが考えられます。働くことは、障害のあるなしにかかわらず、自立した生活を支
える基本であることをご理解いただき、障害者と障害のない方がともに働く社会の実現に向け、ご協力をお願い
します。

○県内の民間企業における
　障害者の雇用者数及び実雇用率の推移

○ハローワークにおける職業紹介状況

○県内の民間企業における障害者の雇用状況（常用労働者 43．5 人以上規模）

（注）  「障害者数」とは、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の計であり、短時間労働者以外の重度身体障
害者及び重度知的障害者については法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントを行い、重度以外の身体
障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者については法律上、１人を 0.5 人に相当するものとし
て 0.5カウントとしています。

資料：障害者雇用状況報告（各年６月1 日現在）香川労働局
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障害者雇用率と算定の特例
　｢障害者の雇用の促進等に関する法律｣では、障害者の雇用機会の確保のために、事業主に対し、障害者
雇用率に相当する人数の障害者の雇用と雇用状況の報告を義務付けています。

（問い合わせ先 ハローワーク）

　事業主が障害者の雇用に特別の配慮を
した子会社を設立し、一定の要件を満た
す場合には、特例としてその子会社に雇
用されている労働者を親会社に雇用され
ているものとみなして、実雇用率を算定
できます。また、特例子会社を持つ親会
社については、関係する子会社も含め、
企業グループによる実雇用率算定ができ
ます。

　○特例子会社制度

　一定の要件を満たす企業グループとし
て厚生労働大臣の認定を受けたものにつ
いては、特例子会社がない場合であっても、
企業グループ全体で実雇用率の通算がで
きます。

（出典：厚生労働省ホームページ「障害者雇用率制度」）

　○企業グループ算定特例

　中小企業が事業協同組合等を活用して
協同事業を行い、一定の要件を満たすも
のとして、厚生労働大臣の認定を受けた
ものについて、事業協同組合等（特定組
合等）とその組合員である中小企業（特
定事業主）で実雇用率の通算ができます。

　○事業協同組合等算定特例

◇障害者雇用率算定の特例

注）　一定の業種に属する事業を行う事業主については、法定雇用率算定基礎となる常用労働者数の計算にあたって、一定数に相
　　 当する労働者数を控除できます。

　「障害者の雇用の促進等に関する法律」では、「全て事業主は、（中略）進んで対象障害者（※）の雇入れ
に努めなければならない。」とされており、一般事業主は、法定雇用率に相当する数以上の障害者を雇用
しなければなりません。
☆法定雇用率　民間企業 2.3％、公的機関、独立行政法人など 2.6％（都道府県などの教育委員会は 2.5％）

◇障害者雇用率制度

法定雇用障害者数
（障害者の雇用義務数）
※小数点以下の端数は切捨て

労働者の数
（ただし、短時間労働者の数×０.５）

法定雇用率
（2.3％）

2

〔特例子会社制度〕

〔企業グループ算定特例〕

〔事業協同組合等算定特例〕

〔グループ適用〕 （平成14年10月から施行）

（平成21年4月から施行）

（平成21年4月から施行）

親会社

親会社

特例子会社

親会社

関係会社 関係会社

関係子会社

特定事業主 特定事業主 特定事業主

企業A(雇用
義務数0人)

①障害者の雇用義務が0人である企業
②雇用促進事業には参加しない企業
は、特例の対象外。

企業B(雇用
促進事業に不参加)

関係子会社 関係子会社 関係子会社 関係子会社

特例子会社

※全ての子会社が対象

・意思決定機関の
　支配
・役員派遣等

・営業上の関係、
　出資関係又は
　役員派遣等

・意思決定機関
　の支配

特例子会社を親会社に合算
して実雇用率を算定 関係会社を含め、グループ全体を

親会社に合算して実雇用率を算定

親会社・子会社全てを含む、グループ全体を合算して実雇用率を算定

事業協同組合等及び特定事業主で合算して実雇用率を算定

・意思決定機関の支配
・役員派遣等

意思決定機関の支配

組合員として協同組合等の協同事業に参加

特例の対象となる範囲

雇用促進事業に参加

事業協同組合等

※対象障害者：身体障害者、知的障害者又は精神障害者



障害者雇用推進者の選任等 

　初めて障害者雇用に取り組む場合は、「障害特性」「仕事内容」「勤務時間や給与の額などの労働条件」や「経
営者や社員の理解」など、分からないことや不安に感じることが多いと思います。
　まずは、支援機関と連携し、次のようなステップを着実に踏むことが大切です！
　

　初めて障害者雇用に取り組む場合には、障害者雇用に関する情報の収集、社内啓発や社内調整、ハローワー
クなど支援機関との連携など、幅広く活動することが求められますので、専任の担当者やチームを決めて対
応していくと進めやすいでしょう。

〇障害者雇用推進者の選任
　　常用労働者を 43.5 人以上雇用する事業主は、障害者の雇用の促進及びその継続を図るための諸条件の整備を図るための業
務や、障害者雇用状況の報告、障害者の解雇の届出業務等を行うための「障害者雇用推進者」の選任に努めなければなりません。

〇障害者職業生活相談員の選任と報告
　　事業主は、常用労働者である障害者を5人以上雇用する事業所において、障害者である労働者の職業生活全般にわたる相談、
指導を行う「障害者職業生活相談員」を選任しなければなりません。また、選任した場合は、事業所を管轄する公共職業安定
所長に選任届を提出してください。

〇解雇の届出
　　障害者の早期再就職を図るため、事業主が障害者を解雇する場合には、解雇の告知後速やかに解雇する障害者の氏名、性別、
年齢、住所、職種、解雇年月日及び解雇理由を公共職業安定所長に届出なければなりません。ただし、労働者の責に帰すべき理由、
天災地変その他やむを得ない理由の場合は除かれます。

（問い合わせ先　ハローワーク）

障害者雇用の進め方

相談 情報収集 社内理解の促進 社内検討

募集　～　採用

相談

受入態勢 雇用条件 採用計画 雇用管理 職場改善

ステップ　　障害者雇用の理解を深めるステップ　　障害者雇用の理解を深める１

ステップ　　受入態勢を整備ステップ　　受入態勢を整備3

・ハローワークなど支援機関への相談
・障害者雇用職場の見学　・各種セミナーへの参加
・特別支援学校の見学

・社員研修の実施
・啓発資料の配布
・障害者実習生の受入れ

・社内検討、支援機関との相談により配置 
　部署や従事職種を選定

・施設などの改造、指導担当者の選任、受入
　部署での研修など受入態勢の整備
・雇用形態、労働時間、賃金等の決定
・採用計画の作成

・ハローワークへの求人申込
・障害者就職面接会への参加
・支援機関、特別支援学校などとの連携

・ハローワークなどの支援機関、特別支援
　学校と連携し、職場定着のための支援・
　雇用管理、必要な職場改善の実施

ステップ　　職務の選定ステップ　　職務の選定2

ステップ　　採用活動ステップ　　採用活動4 ステップ　　職場定着ステップ　　職場定着5

3



　　法定雇用障害者数の
不足一人当たり月額 50 千円
の納付金を支払 

障害者雇用納付金制度に基づく雇用の促進（概要）

障害者雇用のための助成措置

　障害者の雇用に伴う事業主の経済的負担の調整と、障害者の雇用の促進及び職業の安定を図るため、法定
雇用障害者数を下回っている事業主から納付金を徴収し、法定雇用障害者数を上回っている事業主に対して
調整金、その他一定の要件を満たした事業主に対して報奨金、特例給付金等を支給する制度です。

　障害者を雇用する事業所には、租税特別措置法、所得税法、法人税法及び地方税法において、税制上の特
例措置が講じられています。

法定雇用障害者数の超過一人当たり月
額 27 千円の調整金を申請に基づき支給

一定数の超過一人当たり月額 21 千円
の報奨金を申請に基づき支給

各種助成金を申請に基づき支給

4



障害者雇用のための助成措置
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障害者雇用のための各種援助

　障害者の雇用を促進することを目的として、様々な援助措置が講じられています。障害のある方を雇用す
る際に事業主の方が受けられる支援には次のメニューがあります。

　高等技術学校が事業主に委託し、事業所現場を活用して実践
的な職業能力の開発･向上を図るための訓練を行うもので、事
業主は、訓練終了後、引き続き雇用することも可能です。
 ・期　間 １か月～3か月（１月あたり１００時間程度）
 ・委託先 企業等
 ・委託費 中小企業：訓練生１人につき月額９万円を上限
  中小企業以外：訓練生１人につき月額６万円を上限
 ・訓練生 訓練手当の支給 (要件あり）

　（問い合わせ先）香川県立高等技術学校　高松校・丸亀校

障害者委託訓練事業

　障害者が円滑に職場に適応することができるよう障害者職業セ
ンターのジョブコーチ又は社会福祉法人等に所属するジョブコー
チが事業所等に出向き、障害者、事業主及び障害者の家族に対し、
障害者の職場適応に関するきめ細かな支援を実施するものです。

　（問い合わせ先）香川障害者職業センター

ジョブコーチによる支援

〒769-2702  東かがわ市松原１３３１－５
TEL　０８７９－２４－３７０１
運営法人：社会福祉法人　恵愛福祉事業団

　障害者雇用の相談や情報提供を行うほか、障害者雇用に関す
る事業主のニーズや雇用管理上の課題を分析し、必要に応じ「事
業主支援計画」を作成して、雇用管理に関する専門的な助言・
援助を体系的に実施するものです。

　（問い合わせ先）香川障害者職業センター

事業主に対する相談援助

　障害者就業・生活支援センターは、就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要とする障害者に対し、窓口相談や職場・家庭
訪問等による指導を実施することで、障害者の職業生活における自立を支援します。事業主の方に対し、障害者雇用に関する助言
も行っていますので御活用ください。香川県内には、現在４か所の就業・生活支援センターが設置されています。

　障害者の雇用と職場定着を図るため、事業主に対し、雇用相
談や各種講習等を開催しています。

　（問い合わせ先）ハローワーク
 高齢・障害・求職者雇用支援機構香川支部
 高齢・障害者業務課

雇用相談・講習会等の開催

障害者就業・生活支援センター

障害者就業・生活支援センター　共生

〒76３-0073  丸亀市柞原町１８５－１
TEL　０８７７－６４－６０１０
運営法人：医療法人社団　三愛会

障害者就業・生活支援センター　くばら

〒761-8042  高松市御厩町５４６－１
TEL　０８７－８１６－４６４９
運営法人：社会福祉法人　香川県手をつなぐ育成会

障害者就業・生活支援センター　オリーブ

〒768-0014  観音寺市流岡町 1021－１8
TEL　０８７５－２４－9752
運営法人：社会福祉法人　三豊広域福祉会

障害者就業・生活支援センター　つばさ

　障害者に関する知識や雇用経験がないなど雇用に不安がある
事業所と、仕事への適性や体力面など就職に不安のある障害者、
双方の不安を解消し、雇用につながるよう、職場実習（短期的
な就労体験）を支援します。
 ・期　間 ３日～１０日間
 ・謝　金 受入事業所へ1日あたり１,100円
 ・実習生 1日あたり1,100円、実習期間中の傷害保険を負担

　（問い合わせ先）香川県労働政策課
　　　　　  県内の障害者就業・生活支援センター

障害者就職チャレンジ事業

　障害者に関する知識や雇用経験がないことから障害者雇用を
ためらっている事業所に、短期間、試行雇用してもらうことにより、
その後の常用雇用への移行や雇用のきっかけづくりを図ります。
 ・期　間 原則３か月
 ・助成金 対象者１人あたり月４万円（最長３カ月）

　（問い合わせ先）ハローワーク

トライアル雇用

　精神障害者及び精神障害者を雇用する事業主に対して、主治
医との連携の下で、雇用促進、職場復帰、雇用継続のための専
門的支援を行うものです。

　（問い合わせ先）香川障害者職業センター

精神障害者総合雇用支援

　障害者を雇用する事業主等に対し､障害者の就労を支援する
機器を一定期間無料で貸し出すことにより、障害者の雇用促進
を図るものです。

　（問い合わせ先） 高齢・障害・求職者雇用支援機構香川支部
 高齢・障害者業務課

就労支援機器の貸出事業
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　障害者雇用の確保のために、準備段階から採用後の定着支援まで一貫して企業を支援する「チーム支
援」など、様々な施策を実施しています。

〒760-0019　高松市サンポート3-33　高松サンポート合同庁舎北館３階　TEL 087-811-8923

〒761-8031　高松市郷東町587-1　TEL 087-881-3171

〒763-8513　丸亀市港町307 　TEL 0877-22-2633

〒760-0055　高松市観光通2-5-20　TEL 087-861-6868

〒76１-8063　高松市花ノ宮町2-4-3　香川職業能力開発促進センター内　TEL 087-814-3791

〒760-8570　高松市番町四丁目1-10　TEL 087-832-3369

ハローワーク高松 〒761-8566　高松市花ノ宮町2-2-3 TEL 087-869-8609
ハローワーク丸亀 〒763-0033　丸亀市中府町1-6-36 TEL 0877-21-8609
ハローワーク坂出 〒762-0001　坂出市京町2-6-27 坂出合同庁舎2F TEL 0877-46-5545
ハローワーク観音寺 〒768-0067　観音寺市坂本町7-8-6 TEL 0875-25-4521
ハローワークさぬき 〒769-2301　さぬき市長尾東889-1 TEL 0879-52-2595
ハローワーク東かがわ出張所 〒769-2601　東かがわ市三本松591-1 大内地方合同庁舎 TEL 0879-25-3167
ハローワーク土庄 〒761-4104　小豆郡土庄町甲6195-3 TEL 0879-62-1411

　専門の職員・相談員を配置して、ケースワーク方式による職業相談や就職のあっせん、就職後のアフター
ケア、職業訓練のあっせんなど、一貫した各種援助を行っています。また、事業主の方には、障害者の採用等
の相談に応じています。

　職業能力開発促進法に基づく公共職業能力開発施設として、職業の各分野で活躍できる実践的な技術
者や技能者の育成に努めています。

　香川県立高等技術学校　高松校

　香川県立高等技術学校　丸亀校

　香川障害者職業センターでは、ハローワーク（公共職業安定所）と協力して、就職に向けての相談、職業
能力等の評価、就職前の支援から就職後の職場適応のための援助やうつ病等による休職中の方の復職支
援まで、個々の障害者の状況に応じた継続的なサービスを提供しています。事業主の方には、障害者の受入
れや定着に関する支援も行っています。
　また、香川支部　高齢・障害者業務課では、障害者雇用に関する啓発活動や職業生活相談員資格認定講
習の開催等を行っているほか、障害者雇用納付金、障害者雇用調整金及び報奨金の申告・申請、各種助成
金の申請受付を行っています。

　香川障害者職業センター

　香川支部　高齢・障害者業務課

障害者の雇用を支援する機関・施設（問い合わせ先）

香川労働局１

ハローワーク（公共職業安定所）2

香川県立高等技術学校3

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
香川障害者職業センター、香川支部　高齢・障害者業務課

発行：香川県商工労働部労働政策課

4

職業安定部職業対策課


